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I はじめに
首題の「欠陥部品に起因する危害に対する責任」は，『不法行為法リステ
イトメント第3版：製造物責任n』の第5条「部品が組み込まれた製品に起
因する危害に対するその部品の商業的売主または流通者の責任 (Liability
of Commercial Seller or Distributor of Product Components for Harm 
Caused by Products Into Which Components Are Integrated)」という長
いタイトルを縮めたものであって， 1965年の『不法行為法リステイトメン
ト第2版』第402A条末尾に，起草者の故Prosser教授が「注意 (Caveat)」
として問題点の指摘はしたが，当時としては，結論を正当化すべき十分な
数の判決がないことを理由に，アメリカ法律協会 (AmericanLaw Insti-
1) Restatement of Torts, 3d : Products Liability, American Law Institute 
Publishers, St. Paul, Mn., 1998. 
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tute) としての意見表明を差し控えたという経緯のあった条項である丸
第402A条が不法行為法リステイトメント第2版に登場してから29年後
2)第402A条の「本文」の全部，それに続く「注意」の全部および本論文のテーマと
関連するコメント Pおよびqの全部を以下に掲載する。
(I) 不法行為法リステイトメント第2版第402A条と注意
第402A条 使用者または消費者に対する物理的危害についての製品の売主の特
別責任 (SpecialLiability of Seller of Products for Physical Harm to User or 
Consumer) 
(1) 使用者もしくは消費者に対して，またはその財産に対して，不合理に危険な
欠陥状態で (ina defective condition unreasonably dangerous to the user or 
consumer or to his property)製品を販売する者は，以下に該当する場合には，そ
れによって最終の使用者もしくは消費者に対して，またはその財産に対して，与え
た物理的被害について責任を負う。
(a) 売主がかかる製品を販売する業務に従事しているとき，および
(b) それが販売されたときの状態に実質的変更を加えることなく，使用者また
は消費者に到達することが予期され，かつ到達したとき
(2) 第(1)項に述ぺたルールは，以下に該当する場合にも適用される。
(a) 売主がその製品の準備および販売においてあらゆる可能な注意 (care)を
払ったとき，および
(b) 使用者もしくは消費者が売主からその製品を買わなかったとき，または売
主と契約関係をもたなかったとき
注意 (Caveat)
法律協会は本条に述ぺたルールが以下に適用されないかどうかについては意見を
表明しない。
(1) 使用者または消費者以外の人々に対する被害
(2) 製品が使用者または消費者に到達する以前に加工されるか，その他の方法で
実質的変更が加えられることが予期される製品の売主
(3) 組み立てられるぺき製品の構成部品の売主
(2) コメント
p. 「その後の加工または実質的変更(Furtherprocessing or substantial change)」
これまでのところ，本条に述ぺたルールを適用した判決は，製品が最終の使用者や
消費者の手元に到達すると予期される状態または実質的にそれと同じ状態で販売さ
れる製品以外には及ばなかった。発展しそうだと思われるルールの手がかりとなる
判決がないので，法律協会は，製品が売主の手元を離れた後，それが最終の使用者
または消費者の手元に到達する以前に，製品に追加の加工やその他の実質的変更を
加えると予期され，かつ加えられた場合における売主の可能な責任については，立／
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の1994年に，同条の内容を抜本的に書き改めるべき第 3版：製造物責任の
第1次暫定草案が起草者 Hendersonand Twerski両教授の手によって作
成•発表されたが，第 1 次暫定草案段階では，本論文のテーマである構成
部品 (productcomponents)については未着手であり，それが草案に登場
するには 2年後の1996年に発表された第 3次暫定草案まで待たねばならな
ヽ場の表明を避けてきた。
製品が加工，その他の実質的変更を加えられるという単なる事実をもってして，
すべての場合に売主が本条に述べたルールに基づく責任を免除されるものでないこ
とは合理的に明らかであろう。例えば，生コーヒー豆が買主に売られ，買主が最終
の消費者に売るためにその豆を焙じて包装するならば，生の豆が砒索その他の毒物
で汚染されているときには，その売主はすべての資任を免除されると考えることは
できない。同様に，破損して運転者を傷つけた欠陥のあるステアリング・ギアを取
りつけた自動車の売主は，その車が販売店に売られ， 自動車が使用できる前に，販
売店はその車を整備し，ブレーキを調整し，タイヤを取りつけて空気を入れるなど
の仕事をするはずだという理由で，責任を免れると期待することはほとんどできな
い。他方，多方面に用途のある銑鉄の製造業者は，関係の薄い買主(remotebuyer) 
によって最終的に作られた子供用三輪車にはその銑鉄が不向きであることがわかっ
ても，厳格責任を問われることはないであろう。問題は，本質的には，危険な欠陥
を発見し防止すべき責任が変更を加えるべき中間業者に転嫁されるかどうかという
ことである。責任が転嫁されるか否かは，状態にもよるし，欠陥にもよることに疑
いない。これまでの判決は，この点までを明らかにしていないので，法律協会は，
かかる場合において売主に厳格責任があるかどうかについては承認も不承認も表明
しない。
p. 「構成部品 (Componentparts)」例えば，新しい自動車に取りつけられたタイ
ャ，同じ目的のためのプレーキ・シリンダー，飛行機のパネル用の器具のように，
同じ問題は他人によって組み立てられた製品の構成部品の売買の場合にも起きる。
ここでも，責任は組立業者に転嫁できないかどうかという問題が起きる。構成部品
自体には何らの変更はないが，それがもっと大きな物の中に単に組み込まれてしま
う場合には，厳格責任は最終の使用者や消費者にまで及ぶだろうことは，疑いなく
予想され得る。しかし，結論を正当化すべき，この点に関する十分な数の判決がな
いので，法律協会はこの問題について意見を表明しない。
(Restatement of Tors, 2d, §402A, American Law Institute Publishers, St. Paul, 
Mn., 1965, Vol. 2, pp.347-348, 357-358 (拙著『製造物責任の基礎的研究』同文舘，
1995年， 39ページおよぴ49-50ペー ジを参照））
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第3次暫定草案に登場する構成部品に関する規定は第10条に置かれ，処
方薬・医療器具に関する第 8条，中古品に関する第 9条とともに，これら
3カ条は特別製造物市場を支配する責任ルール (Rulesof Liability Gov-
erning Special Product Markets) として，第 1章欠陥製造物の販売また
は流通に対する資任 (Liabilityfor the Sale or Distribution of Defective 
Products)の第 1節製造物欠陥 (ProductDefectiveness) (第 1条～第7
条）に対する特則として，第2節に第8条～第10条として配置された。
ところが，これら 3カ条の特則は，第 4次の最終草案 (1997年）では，
もう一つ食品に関する特則が設けられて合計4カ条となり，配置も構成部
品が第 5条に，処方薬・医療器具が第 6条に移され，食品が第7条に新設
され，中古品は第 8条に移されることになった3)。最終草案の翌1998年に正
式採用された規定においては，条の入替えは全くないが，これら 4カ条は
いずれも内容に若干の修正が施されている。
本論文のテーマである構成部品は，処方薬・医療器具，食品および中古
品と合せて四種類の特別製造物として， 1998年の正式採用規定では，第 1
章「販売時における製造物欠陥に基づく商業的製造物売主の責任(Liability
of Commercial Product Sellers Based on Product Defects at Time of 
Sale)のタイトルの下で，第1節「製造物に対して一般に適用される責任
ルール (LiabilityRules Applicable to Products Generally)」（第 1条～第
4条）に対する特則として，第 2節「特別製造物または同市場に適用され
る責任ルール(LiabilityRules Applicable to Special Products or Product 
Markets)」（第5条～第8条）のタイトルを付して一まとめにして配置され
3)筆者は，第 6条～第 8条の特別規定については，すでに下記の雑誌に発表済みで
ある。第6条は「欠陥処方薬・医療器具に起因する危害に対する責任」『同志社商学」
第51巻第4号， 2000年， 146-173ページ，第7条は「欠陥食品に起因する危害に対
する責任」『同志社商学』第51巻1号， 1999年， 244-261ページ，第8条は「欠陥中
古品に起因する危害に対する資任」『同志社商学』第51巻第5・6号， 2000年， 34-69
ページ参照。
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ている。しかし，これら 4カ条の特則は，特別な扱いを必要とする製造物
を四つ寄せ集めたに過ぎないものであって，四者相互間の関連はない。ま
た，かかる特別扱いをする物が上記の四者のみで十分であるのか否かにつ
いては，起草者は何らコメントをしていない。
なお本論文のテーマである構成部品について言えば，初登場した第 3次
暫定草案の規定（第10条）は，翌年の最終草案において，内容的にも，用
語上も，かなり手が入れられているが，これが最終草案（第 5条に移る）
の翌年に正式採用された規定（第 5条のまま）では，加筆個所はかなり減
っている。ただし，第3次暫定草案の例示5は最終草案では削除され，正
式採用規定では最終草案にはなかった例示6が新設されていることを指摘
しておこう。次章Iは，正式採用された構成部品に関する第 5条本文とそ
のコメントの全文和訳である。
I 不法行為法リステイトメント第 3版：製造物責任第 5条
とそのコメント
第5条 部品が組み込まれた製品に起因する危害に対するその部品の商
業的売主または流通者の責任(Liabilityof Commercial Seller or Distribu-
tor of Product Components for Harm Caused by Products Into Which 
Components Are Integrated) 
部品の販売または他の方法による流通を業とする者がその部品を販売ま
たは流通するときは，以下に該当する場合，その部品が組み込まれた製品
に起因する人身または財産に及ぶ危害に対して責任を負う。
(a) 部品それ自体に，本章4)に定義する欠陥があり，その欠陥が危害の原
4)本章とは第 1条～第 8条を指す。本章は，第 1節（第1条～第4条）「製造物に対
して一般に適用される責任ルール (LiabilityRules Applicable to Products Gener-
ally)」と第 2節（第 5条～第 8条）「特別製造物または同市場に対して適用される責
任ルール (LiabilityRules Applicable to Special Products or Product Markets)」
から成る。
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因となった場合，または
(b) (1)部品の売主または流通者が製品設計中の部品の組込みに実質的に
関与した場合，および
(2)その部品の組込みが製品に対して，本章に定義する欠陥の原因と
なった場合，および
(3)その製品の欠陥が危害の原因となった場合。
コメント
a. 「理論的基礎 (Rationale)」製造物の構成要索には，原材料 (raw
materials), バラの製造物 (bulkproducts)および構成部品が含まれる。
これらは，他の製品中に統合されるために販売される物である。原材料，
バルプまたはスイッチのような構成要索は，他の製品に組み込まれなけれ
ば，機能的な役割を果す物ではない。他の構成要素として，例えばトラッ
クの車台 (chassis)または多機能機械 (multifunctionalmachine)は，そ
れ自体機能するが，それでもなお，他の製品の組立者により種々の方法で
利用されることがある。
一般的ルールとして，本章に述べたように，部品売主は，部品それ自体
に欠陥がないときは，責任を負わない。部品それ自体に欠陥がなければ，
組み立てられた製品の製造者がその部品を完成品に欠陥が生ずるようなや
り方で利用したという単なる理由で責任を課することは，不当であり (un-
just), また非効率でもある。責任を課するとすれば，部品売主は，彼が開
発に何の役割も果していない他人の製品をいちいち吟味しなければならな
いということになるだろう。このようなことでは，部品売主は，組み立て
られた完成品に対してすでに責任を負わされている企業の決定を審査すべ
く，十分な玄人知識を身につけねばならないということになる。
欠陥のない部品売主に責任を負わせないようにすることは，例えば「原
材料供給者の抗弁 (rawmaterial supplier defense)」とか「バラ荷売り／
玄人買主ルール (bulksales5> / sophisticated purchaser rule)」のように，
色々な風に明示されている。どのように明示されようとも，これらの表明
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は，部品を製品の設計に組み込むことに関与しない部品売主が，単に部品
の組込みがその製品を危険なまでに欠陥を有するに至らしめる原因となっ
たという理由で，責任を負わされるべきでないことを認めるものである。
本条は，部品それ自体に欠陥がある場合，または部品提供者がその部品を
他の製品の設計に組み込むことに実質的に関与した場合に，当該部品売主
を有責とするものである。
例示
1 • ABC Chain Co. は，産業設備に幅広く用いられる鎖を製造する。
XYZ Mach. Co. は， ABCからコンベア・ベルト・システム用に鎖を買
い， ABCにその使用目的を通知する。 XYZのコンベア・システム設計
では，鎖の一部が露出されている。 XYZが設計し製造するコンベア・シ
ステムには欠陥がある。なぜなら，そのシステムには第2条叫b)項に述べ
たルールに基づき，安全カバー (safetyguard)が取り付けられるべき
である。 XYZは1台のコンベア・システムを LMN Co. に販売する。
5) bulk salesに代えてbulksupplierとする者もいる。例えばEdwardM. Mans-
field, Reflection on Current Limits on Component and Raw Material Supplier 
Liability and the Proposed Third Restatement, Kentucky Law Journal, Vol, 84, 
No.2, 1995-96, p.222. 意味は「バラ荷供給者／玄人買主ルール」で，この方がより明
瞭である（筆者）。
6)第2条 製造物欠陥の類型 (Categoriesof Product Defect) 
販売または流通の時点で製造物が製造上の欠陥を含むか，設計上の欠陥を有する
か，または不適切な指示もしくは警告により欠陥があるときは，その製造物は欠陥
製造物である。
(a) 製造物を準備し，市販するに際しあらゆる注意を払ったとしても，その製造物
が意図した設計から逸脱しているときは，その製造物は製造上の欠陥を有する。
(b) 製造物によって惹起される危害の予見可能な危険が，売主，他の流通者または
流通の商業的連鎖過程の前任者による合理的な代替設計の採用により，削減また
は回避可能であり，その代替設計の不採用がその製造物の合理的安全を欠くに至
らしめたときは，その製造物は設計上欠陥がある。/'
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LMNの従業員であるEは，そのコンベアの近くで作業中，彼女のシャッ
の袖がコンベア中の剥出しになった鎖に巻き込まれで怪我をする。 ABC
は， Eに対して責任を負わない。 ABCが販売した鎖は，それ自体，第2
条に述べた欠陥を有しないし，またABCは，当該鎖の組込みにおいて，
XYZ製コンペアの設計には関与していなかった。 XYZは，第 1条7)およ
び第2条(b)tj{に述べたルールに基づき，欠陥のある設計がなされたコン
ベアの売主として， Eが被った危害に対して責任を負う。
b. 「部品それ自体に欠陥がある時の責任 (Liabilitywhen a product 
component is defective in itself)」部品の商業的売主または他の流通者
は，その部品に存在する欠陥に起因する危害に対して責任を負う。第19条
コメント bB)を参照。例えば，電線の接続がゆるんでいたために欠陥状態に
ある電流の通じないスイッチ (acut-off switch)を販売した場合，その売
(ヽc) 製造物によって惹起される危害の予見可能な危険が，売主，他の流通者または
流通の商業的連鎖過程の前任者による合理的な指示または警告の提供により，削
減または回避可能であり，その指示または警告の不提供がその製造物の合理的安
全を欠くに至らしめたときは，その製造物は指示または警告が不適切であること
を理由に欠陥がある。
7)第 1条 欠陥製造物に起因する危害に対する商業的売主または流通者の責任
(Liability of Commercial Seller or Distributor for Harm Caused by Defective 
Products) 
製造物を販売または他の方法で流通することを業とする者が欠陥製造物を販売ま
たは流通したときは，その欠陥に起因する人身または財産に及ぶ危害に対して責任
を負う。
8)第19条コメント b「有形の動産についての一般規定(Tangiblepersonal property 
: ingeneral)」には次のような説明がある。「構成部品 (Componentparts)は，個
別に，または他の構成部品と組み合わされて販売または流通されようとも，製造物
(products)である。構成部品を組み立てた完成品 (assemblage)もまた，それ自
身，製造物である。原材料 (rawmaterials)は，金属板 (metalsheet)のように
製造されて (manufactured)いようとも，材木 (lumber)のように加工されて
(processed)いようとも，または未洗浄の砂利(unwashedgravel)や農産物(farm
produce)のように採取され(gathered),生まの状態で(inraw condition)販売または流通、9
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主は，そのスイッチが他の製品に組み込まれた後に，その不適当な電線に
起因する人身または財産に及ぶ危害に対して責任を負う。同様に，異物が
存在したためにアルミニウム製造者の仕様書から逸脱したアルミが飛行機
のエンジンの製造に利用された場合，その欠陥のあるアルミの売主は，そ
のアルミ中に存在する欠陥に起因する人身または財産に及ぶ危害に対して
責任を負う。第 1例のスイッチの場合も第2例のアルミの場合も，共に第
2条(a)項に述べた欠陥を有する。
部品の設計に欠陥があるときは，第2条(b)に述べたルールと同じルール
が適用される。例えば，起伏の激しい脇道 (ruggedoff-road)を走れるよ
うに設計したオートバイのヘッド・ライトが凸凹のある公道(bumpyroad) 
を走っているときに故障したとすれば，そのヘッドライトは第2条(b)項が
意味する範囲内で欠陥がある。かかる予見可能な故障が生じないようにす
るための合理的な代替設計が可能である以上，欠陥のある設計をしたヘッ
ドライトに起因する危害に対してヘッドライト供給者は責任を負う。実際
に，欠陥は第 3条”に基づき，推定することができる。しかしながら，第 2
条(b)項または第 3条に述べたように，部品それ自体に欠陥がないときは，
ヽされようとも，製造物である。部品や原材料の売主を，欠陥のある製品をつくるべ
くこれらの材料を結果として組み合せる (combine)者に対する訴訟において併合す
るときに生ずる特別の問題の取扱いについては第10条ほ）を参照（以下，略）」。
（注）この「第10条」はおかしい。これは，正式採用規定では，タイトルが「販売
後替告しないことに起因する危害に対する商業的製造物売主または流通者の責任
(Liability of Commercial Product Seller or Distributor for Harm Caused by 
Post-Sale Failure to Warn)」であって，このコメントの内容とは関係がない。「第
10条」が初登場したのは第3次暫定草案であって，その条は第4次の最終草案で第
5条に移され，正式採用でも第 5条のままで変っていない。この「第10条」は第 5
条（つまり，本論文のテーマ）とするのが正しいと思われる（筆者）。
9)第 3条製造物欠陥の推定を支持する状況証拠 (Circumstantial Evidence 
Supporting Inference of Product Defect) 
以下の状況に該当するときは，特定の欠陥を立証することなく，原告の受けた危
害が販売または流通の時点で存在する製造物の欠陥に起因したことを推定すること
ができる。/'
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単に買主がその部品を，統合された製品の設計に欠陥が生ずるようなやり
方で他の製造物に組み込むことを決めたという理由で，その部分に欠陥が
あるとは言えない。コメント eを参照。
部品買主に対して合理的な指示およぴ警告を提供する部品売主の義務を
決定するのに，同じ原則が適用される。部品売主は，その部品の使用に関
連する危険について指示および警告を発しなければならない。第 1条およ
び第2条(C沼iを参照。しかしながら，玄人買主が部品を他の製造物に組み
入れるときは，その部品の売主は，買主がそれを組み入れる特別の目的に
は適さないことから生ずる危険について，直接の買主に対してはもちろん，
最終の消費者に対してすら，警告する義務を負わない。かかる状況下で警
告義務を課することは，部品売主が製品の開発状況や当該部品が組み込ま
れるシステムを監視することを必要とするだろう。コメント aを参照。部
品買主が専門知識不足のため，買主の製造物に部品を組み込むことの危険
を知らないことと， もう一方で部品供給者が関連する危険を知っており，
かつ買主がそれを知らないことをも知っていることの二つの要因の組み合
せが，部品を買主の製造物に組み込むことに伴う危険について部品供給者
に警告する義務を生じさせるか否かについて，裁判所はまだかかる問題に
直面したことがない。部品売主がその部品を危険を招くような使い方をし
そうな者に販売することに対して責任を負うべきか否かは，無頓着な委託
(negligent entrustment)の原則に準拠する。不法行為法リステイトメン
ト第 2版第390条10)を参照。
(ヽa) 原告に危害を与えた事故が，通常では製造物欠陥の結果として生ずる種類のも
のであったとき，および
(b) 原告に危害を与えた事故が，特定の事故において，販売または流通の時点で存
在する製造物欠陥以外の原因の唯一の結果によるものではなかったとき。
10)第309条「不適当であることが分かっている者による使用のために提供される動産
(Chattel for Use by Person Known to be Incompetent)」
若年，経験不足，その他の理由で，本人および他人~ それらの者が
共に使用するか，またはその使用により危険に陥ることを予期しているはずである/'
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例示
2. ABCがXYZに販売した鎖中の一つに第2条(a)項に述べた製造上
の欠陥があった点を除いて，事実は例示1と同じ。XYZは，同社がLMN
社に販売したコンベア・ベルト・システム中に，その欠陥のある鎖を据
え付ける。その欠陥のために鎖が切れ，コンベア・ベルトは突然停止す
る。 LMNの従業員であるEは，コンベアが急停止したことにより，コン
ベア上の重い物体が彼女に落ちてきて，怪我をする。 ABCは，欠陥のあ
る部品の販売に起因する危害に対してEに責任を負う。 XYZもまた，欠
陥のあるコンベア・システムを販売したことに対してEに責任を負う。
3 •ABC Vynil, Inc. は地上設置用水泳プールに使用されるビニール製
水泳プール用内張り (Liners)を販売する。 ABCは，深度目盛をつけな
いで内張りを販売する。 XYZPools, Inc. は地上用プールを製造し販売す
る。 XYZは， Roberta宅に， ABCの内張りを取り付けたプールを設置
する。 Roberta家を訪ねたJackは，訪問中に，彼には8フィート（約2.4
メートル）の深さに見えたプールの浅い部分に飛ぴ込む。実際には，深
さは4フィートしかなかった。 Jackはプールの底に頭を打ちつけ，怪我
をする。もし裁判所が，深度目盛のないことが内張りの設計に第2条(b)
項の意味の範囲内で欠陥ありと認定すれば， ABCはJackに対して責任
を負う。内張りが地上用プールの一つの構成要素であり，特定の水泳プ
ールに組み込まれるという事実は，すぺての水泳プール装置用に欠陥の
ある設計がなされた部品を販売することに対する責任について ABCを
免除するものではない。 XYZもまた，欠陥のある設計がなされた内張り
を使用したプールの売主として Jackに責任を負う。
4 • ABC Foam Co. は，多目的に使用されるバラのフォーム (bulk
ヽ―に身体的危害を及ぽす不合理に危険を伴う方法で使用されるであろうことを提
供者が知っているか，または知るぺき理由を持っている者の使用のために，提供者
が直接または第三者を通して動産を提供するときは，結果としてそれらの者が被っ
た身体上の危害に対して責任を負う。
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foam)を製造する。 XYZCo.はABCからバラのフォームを買い，これ
を加工して使い捨て用皿類(disposabledishware)を製造する。 ABCは，
XYZが加工したフォームを用いて皿類をつくることを知るに至る。
ABCもXYZも共に，加工したフォームがある使用者に対して皮膚アレ
ルギー反応を惹起させる潜在的危険があることを知っている。 ABCは，
XYZがかかる潜在的問題について消費者に警告していないことを知っ
ている。 ABCは，使い捨て皿類用の加工済みフォームの使用に伴う危険
について， XYZまたは最終の消費者に対して警告する義務を負わない。
ABCが販売したフォームは，それ自体，本章叫こ述べた欠陥を有しない。
構成要索の供給者は，それが他社の製造物に組み込まれた時にその製品
の特別の使用に伴う危険について，事情に通じた(knowledgeable)買主
に警告する義務を負わない。 ABCは， XYZが製造した使い捨て皿類の
設計に関与しなかったので，それゆえ(b)項に基づく責任を負わない。
C• 「原材料(Rawmaterials)」 製造物の構成要素には，原材料が含ま
れる。コメント aを参照。それゆえ，原材料が汚染されたり，他の点で第
2条(b)項が意味する範囲内で欠陥があるときは，その原材料の売主は，か
かる欠陥に起因する危害に対して責任を負う。欠陥のある設計に対して売
主が責任を問われるか否か(exposureto liability)については，砂(sand),
砂利 (gravel)または灯油 (kerosene)のような基本的な (basic)原材料
は，設計に欠陥があったと言うことはできない。かかる原材料の使用につ
いての不適当な決定は，かかる原材料の供給者のせいにすることはできず，
むしろその責めは，それらの原材料を使用した製作者(fabricator)に帰せ
られる。統合された製品の製造者は，使用原材料の選択について，あれこ
れ比較できる勝れた利点を持っている。したがって，原材料の売主は，最
終製品 (end-product)の欠陥設計に起因する危害に対して責任を負わな
11)注4を参照。
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い。同じ考え方が原材料の売主に対する警告1解怠に基づく請求(failure-to
-warn claim)についても当てはまる。警告義務を課することになれば，原
材料売主は，数えきれない種々の最終製品について専門知識を身につけ，
彼としては支配できない製造者が実際に原材料をどのように使用している
かをいちいち調べなければならないだろう。裁判所は，一律に，かかる過
重な警告義務を課することに反対である。原材料を他の構成要索と統合す
ることに伴う危険を警告する義務を原材料の売主に負わせることが特別な
状況の下で必要か否かについては，コメント bを参照。
例示
5 • LMN Sand Co. は砂をバラで販売する。 ABCConstruction Co. 
は，セメントと混ぜて使用するために，砂を買う。 LMNは，その砂を他
の材料と混ぜるやり方が不適切な場合には，セメントにひぴが入ること
を知っている。 ABCはLMNの砂を使って，建物の中のセメント支柱を
つくる。混合のしかたが不適切だったので，セメント柱にひぴが入り，
軽度の地震で壊れ，建物の居住者に怪我を負わせる。 LMNは，怪我をし
た居住者に責任を負わない。 LMNが販売した砂は，それ自体，第 1条
～第 4条叫こ基づく欠陥を有しない。LMNは，セメント中に使用される
砂の不適切な混合について ABCに警告する義務はない。LMNは， ABC
12)第1条は注7を，第 2条は注6を，第 3条は注9を参照。第 4条は以下の通り。
第4条 製品安全に関する制定法または行政規則の不進守およぴ遵守 (Noncom-
pliance and Compliance with Product Safety Statutes or Regulations) 
欠陥のある設計または不適切な指示もしくは警告に対する責任に関して，
(a) 製造物が製品安全に適用される制定法または行政規則を遵守していないとき
は，その制定法または行政規則により削減が求められている危険について，その
製造物には欠陥があるものとする。およぴ
(b) 製造物が製品安全に適用される制定法または行政規則を遵守しているときは，
その制定法または行政規則により削減が求められている危険について，その製造
物に欠陥があるか否かを判断する際に，適正に料酌される。ただし，かかる遵守
は，法律問題として製造物欠陥の事実認定を排除するものではない。
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のセメント設計に関与していなかったので，セメント中に組み込まれた
砂に起因する危害に対して責任を負わない。
d. 「不完全な製造物(Incompleteproducts}」 製造物の構成要素には，
その要索がいかに他の製造物の中に組み込まれるかによって，異なる用途
に用いられるものがある。例えば， トラックの車台は，種々の異なる用途
に用いられる。それは最終的に，セメント・ミキサーやゴミ圧縮機と組み
合されたり，平床トラック (flat-bedtruck)に使用されたりする。同様に，
産業機械用のエンジンは，種々の異なる産業用の使用に合せて調整される
ことがある。売主は，他人が不完全な製造物を利用することに対して，ゎ
ざわざ特別の適応措置としての安全装置を組み込んでいなくても，責任を
負わない。ある一つの調整のためには重要な安全装置であっても，他に適
応させるには全く不必要なまたは不適当な場合があるだろう。同じ考えに
より，不完全な製造物の売主に対して，その物の買主，またはその物を組
み込んだ製品の最終使用者に，他人による不完全な製造物の特別調整から
生ずる危険について，警告する義務を課することには反対とされる。
e. 「構成要素を他の製造物の設計に組み込むことに実質的に関与するこ
と (Substantialparticipation in the integration of the component into 
the design of another product)」構成要索の売主が，統合された製品の
設計において，その要索の組込みに実質的に関与した場合，その売主は，
その組込みの結果，製品に欠陥が生じ，その欠陥が原告に危害を与える原
因となったときは，責任を負う。実質的関与は，種々の形をとる。統合さ
れた製品の製作者または組立者は，構成要索の売主に，組立て製品の一部
としてうまく部品を設計すること，または売主の部品を受け入れるために，
組立て製品の設計を変更することの助力を求めることがあるだろう。また，
構成要索の売主は，どの部品が組立て製品の要求に最も良く適うかを決め
るのに実質的役割を演ずることがあるだろう。構成要索の売主が組立て製
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品の設計に実質的に関与するときは，その売主に欠陥のある組立て製品に
起因する危害の責任を負わせることは，公正であり，かつ合理的である。
構成要索の売主が，単に買主の仕様書に従って部品を設計し，その部品を
製品の設計に組み込むことに実質的に関与していないときは， (b河［の意味
の範囲内において責任を負わない。さらに，機械もしくは技術のサービス，
または構成部品に関するアドバイスを提供することは，それ自体，部品供
給者に責任を負わせる実質的関与とはならない。設計サーピスだけを提供
する者は，設計機能を部品販売と組み合せることとは異なり，過失につい
てのみ責任を負い，製造物売主としては扱われない。第19条(b)項13)を参照。
f. 「危害の原因となる部品の組込み (Integrationof the component 
as a cause of the harm)」部品の売主が製品の設計中にその部品を組み
込むことに実質的に関与するという単なる事実は，その組込みが欠陥の原
因となり，結果として，その欠陥が原告に危害を及ぽす原因となるのでな
ければ，その売主に責任を負わせるわけにはいかない。部品売主は，その
部品とは無関係である統合製品中の欠陥に起因する危害に対して，責任を
負わない。例えば，部品としてのバルプの製造者が，ある特殊なタンクに
組み込むことができるように，バルプの設計のやり直しに実質的に関与し
たとしよう。もしそのタンクがその胴体に用いた鋼板に欠陥があったため
機能せず，その失敗がバルプの取付けとは無関係であったとすれば，その
バルプの売主は(b)項に基づく責任を負わない。パルプの製造者は，たとえ
タンク中に組み込まれたバルプの故障に起因する危害に対して責任を負う
ようなタンクの設計に十分関与した場合であっても， (b)項に基づく責任を
負わない 14)。同様に，もし原材料の供給者が，その原材料の加工についてア
ドバイスを申し出たが，そのアドバイスが申し立てられた欠陥状態の原因
13)注8を参照。
14)この文章は，単独で解釈せず，二つ前の「例えば」で始まる文章以下と関連付け
て読むぺきである。この「正式採用」より 1年前に書かれた「最終草案」では「例、ノ
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であるという証拠がないときは，その原材料の供給者は責任を負うべきで
はない。
例示
6 • ABC Chemical Co. はプラスチック樹脂をバラで販売する。 XYZ
Hot Water Heater Manufacturing Co. は，同社が自動湯沸器 (hot-
water heaters)製造用に使う樹脂を買いたいと ABCに伝え，華氏212度
（摂氏100度）に堪えられる樹脂を指定する。 ABCは，同社の厚さ0.25
インチ (6.35ミリメートル）以上の特定実験条件のテストでは，華氏212
度を超える温度に堪えられることを示したある種の樹脂を XYZが使用
することを勧める。 ABCは，これらの条件を XYZに説明し，またXYZ
に技術援助や加工についての一般的アドバイスを提供する。 XYZは
ABCから勧められた樹脂を買い，設計と加工範囲を決定し，その樹脂で
プラスチック部分をつくり (mold),その部分を他の材料と組み合せ，自
動湯沸器をつくる。 XYZはその製品の安全性と耐用性をテストし，製品
に添える指示および警告をつくる。XYZ自動湯沸器はその後不工合を生
ずる。なぜなら，設計に指定されたプラスチック壁の厚みが0.125インチ
(3.175ミリメートル）で，普通に操作する時の温度によって課せられる
圧力 (stress)に堪えるには薄すぎたためである。その結果，ある持家の
主人(homeowner)に怪我をさせる。 ABCはその主人に対して責任を負
わない。ABCが販売した樹脂には，それ自体欠陥がなかったし，ABCは，
ヽえば」以下が一つの文章として次のように書かれていた。「例えば．パルプの製造者
が，ある特殊なタンクに組み込めるように．バルプの設計し直しに実質的に関与し，
そのタンクがバルプの取付けとは無関係の，タンクの胴体に用いた銅板に欠陥があ
ったため機能しなかったならば，そのバルプの売主は．たとえタンク中に組み込ま
れたバルプの故障に起因する危害に対して責任を負うようなタンクの設計に十分関
与した場合であっても， (b)tfiに基づく責任を負わない」。このほうが．論理が一貫し
ていて理解しやすい。なぜ．これを「正式採用」で書き改めたのか．その意図が分
からない（筆者）。
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その自動湯沸器の設計，製造または組立てのいずれにも実質的に関与し
ていなかったからである。
II 筆者のコメント
1. 本リステイトメントにおける原材料の取扱い
本リステイトメントにおいて「製造物の定義(Definitionof "Product")」
は第19条に置かれている。
第19条 「製造物」の定義 (Definitionof "Product")本リステイトメ
ントの目的上，
(a) 「製造物」とは，使用または消費のために商業的に流通された有形
の動産 (tangiblepersonal property)をいう。不動産 (realproperty) 
および電気のような他の種目 (items)は，それらの流通および使用の
意味合いが本リステイトメントに述べたルールを適用することが適当
である有形の動産の流通および使用と十分類似している (analogous)
ときは，製造物である。
(b) サービスは，たとえ業として提供されたとしても，製造物ではない。
(C) 人間の血液および人体組織は，たとえ業として提供されたとしても，
本リステイトメントのルールの対象とはならない。
本条の定義を敷術したのが同条コメント bであって，本論文に必要な部
分は注8にすでに示したし，第5条コメント c.「原材料(Rawmaterials)」
においても述べられている。第5条は，タイトルにおいて対象を「部品が
組み込まれた製品 (productsinto which components are integrated)」
としているが，工業製品としての部品（例えば，電気のスイッチ）のみな
らず原材料である（採取されたままで手を加えていない）砂利や農産物の
ような物までも製造物責任の対象としている。これは第402A条が発表さ
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れた後33年を経過したリステイトメント第3版正式決定時 (1998年）にお
けるアメリカ判例法の結果によるものだと言っても，かかる原材料を製造
物の対象から除外した1985年EC閣僚理事会指令第 2条15), およぴわが国
の1994年製造物責任法第2条第 1項16)の規定のとる立場からすれば，あま
りにも範囲を広げ過ぎていると言わざるを得ないだろう。
しかし，第5条コメント Cに述べられているように，甚本的な (basic)
原材料の売主は設計上およぴ警告上の欠陥責任を負わない（それらの原材
料を使用した製作者が負う）とされるのであるから，実際上の取扱いは，
欧州における指令対象国やわが国の場合とあまり差はないということがで
きるだろう。
2. 部品供給者の責任
第5条における部品供給者の責任は， (a)項と(b)項の二つから成る。 (a)項
は，部品それ自体に存在する欠陥がそれを組み込んだ完成品による人的・
物的損害を生ぜしめた場合であって，これを裏返して言えば，部品そのも
のに欠陥がないときは，部品供給者は責任を負わない。その欠陥のない部
品を，より大きな本体の中に組み込んで完成品を仕上げた製作者 (fab-
ricator)は，通常その道の専門家であって，一般消費者のような索人では
ない。したがって多くの場合，玄人買主ルール (sophisticatedpurchaser 
rule)が適用され，欠陥のない部品の提供者は，その部品の組込設計に実質
的に関与した場合以外は，組み立てられた完成品に欠陥が生じても責任を
負わない。これが(b)項の規定である。以上二つのルールが第402A条登場
15)「製造物とは，第一次農産物 (primaryagricultural products)およぴ狩猟により
取得した鳥獣 (game)を除くすべての動産 (movables)を意味し，その動産が他の
動産または不動産に組み込まれた場合をも含む。『第一次農産物』とは，第一次加工
を受けた製造物を除く農産物．畜産物およぴ水産物を意味する。『製造物』は，電気
を含む」（前掲，拙著『製造物責任の基礎的研究』 132ペー ジ）。
16)「この法律において『製造物』とは．製造又は加工された動産をいう」（同書196ペ
ジー）。
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(1965年）以後33年にして得られた結論である。
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このように，欠陥のない部品を供給するだけで完成品への組込みの設計
に関与しない者には一般に責任を負わせないとするルールは，これを支持
する判例が多い。その指導的判例の一つとして1989年のChildress v. 
Gresen Mfg. Co事件判決17)がある。本事件は，原告Childressが被告
Gresen製造の水圧バルプを組み込んだ丸太切り機械を使って作業中，その
機械が不合理に危険な動き方をしたため手足に大怪我をしたという事件で
あった。被告の供給した水圧バルプは汎用品であって，他の用途としてフ
ォーク・リフト・トラックやゴミ収集トラックなどにも用いられていた。
被告が原告の雁主に納品したバルプはその仕様書に従ったものであって，
納品自体に欠陥はなかった。控訴審裁判官は，「部品メーカーに完成品の安
全責任を負わせることは，完成品メーカー以上の知識を持てということに
等しい。法はそこまでは要求していない18)」と言って，原告の訴えを斥け，
原審の判決を支持した。
その4年後の1993年に同じ考え方を踏襲する Crossfieldv.Quality Con-
trol Equip. Co事件判決19)が出た。原告Crossfieldは，豚肉加工業者の従
業員で，豚の腸を水洗する仕事に従事していた。彼女は作業中，手袋がコ
ンベア・システムの鎖に巻きつき，大怪我をした。鎖は被告Qualityが原告
の雇主に納入したものであったが，安全カバーは取りつけられていなかっ
た。豚肉加工工場に納入された鎖は，先天的に危険な製造物ではなく，事
故当日も正常に作動していた。事故原因は，安全カバーを省いたコンベア・
システムの設計上の欠陥にあり，構成部品の一つである鎖にあるのではな
かった。控訴審裁判官は，被告Qualityには，納入した鎖の潜在的危害につ
いて警告をする義務はないとし，原告勝訴とした原審の判決を破棄した20)0
17) 888 F.2d 45 (6th Cir. 1989). 
18) Ibid., p.49. 
19) 1 F.3d 701 (8th Cir. 1993). 
20) Ibid., pp.706-707. 
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この判例は，中身を少し変えて，例示1として採用されている。このよ
うに部品が汎用品で，その部品の売主が，納入先のより大きな製品の設計
に実質的に関与していないときは，組み立てられた完成品に欠陥が生じて
も，責任を負うのは最終製品の製造者であって，部品の供給者ではないと
するのが一般的ルールとなっている。
3 • 特定用途に仕向けられる部晶
上記の2例は，部品が多目的に使用される汎用品の場合であった。では，
ある特定目的に使用されることが部品供給者に事前にわかっている場合
は，どうであろうか。例示3は， 1992年のFleckv. KDI Sylvan Pools, Inc. 
事件判決21)をモデルにしたものである。問題の地上設置用水泳プールに取
りつける内張り (Lining)は，はじめから特定目的に使用されることがわか
っていた物であって，これに深度目盛がついていないことは，それ自体，
設計上の欠陥を内蔵していることになる。つまり，第5条(a)項に該当する。
プールの利用者が深度表示のないプールにいきなり飛び込むことは十分予
期されることであり，明白でわかりきった危険を利用者が引き受けたとす
ることはできない22)。したがって，かかる場合は，プールの内張りの供給者
も，この内張りを使用したプールの売主も，共に被害者に対して責任を負
うことになる。
4. 部品買主が専門知識不足の場合
部品の買主は，通常索人ではなく，その道の専門家であって，買い入れ
るべき部品の品質•特徴等については通暁しているのが普通であり，それ
を購入後自己が製作または組立てをすぺき最終製品の一部として，いかに
設計し組込みをすべきかについては十分な知識・経験を持っている者と解
され， したがって，コメント aに示された玄人買主ルール (sophisticated
21) 981 F.2d 107 (3d Cir., 1992). 
22) Ibid., p.123. 
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purchaser rule)が適用される場合が多いだろう。
しかし，例外的な場合として，コメント bの末尾パラグラフにあるよう
に「部品買主が専門知識不足のため，買主の製造物に部品を組み込むこと
の危険を知らないことと， もう一方で部品供給者が関連する危険を知って
おり，かつ買主がそれを知らないことをも知っている」というような場合
があり得ると想定される。かかる場合に，部品供給者は買主に対して警告
する義務を持つか否かについては，アメリカの裁判所はまだかかる問題に
直面したことがないそうである。この問題につき Hendersonand Twerski 
の両起草者は，「部品売主がその部品を危険を招くような使い方をしそうな
者に販売することに対して責任を負うべきか否かは，無頓着な委託(negli-
gent entrustment)の原則に準拠する」と述べ，不法行為法リステイトメ
ント第2版第390条を参照すべしとしている。
さてその第390条の条文全体は注10に示した通りであるが，それに続く四
つのコメントおよび八つの例示を見ても，部品や原材料を業として売買す
る，いわば玄人同士間の取引と関連あるものではない。なぜかかる条を参
照すべしとしたのか，筆者には両起草者の意図がわからない。
